
様式第一号

法人名　　　社会医療法人　青洲会　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　福岡県糟屋郡粕屋町長者原西４丁目１１番８号　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

その他の有形固定資産

 ２ 無 形 固 定 資 産    　代　替　基　金

　　 設 立 等 積 立 金

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

　　 

 (注) １．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

　　　　あると認められるものについては、当該資産、負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に

　　　　掲記することを妨げないこと。

　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。

　　　３．経過措置医療法人は、純資産の部の基金の科目の代わりに出資金とするとともに、代替基金の科目を

　　　　削除すること。

純 資 産 合 計 2,065,392

資　産　合　計 12,279,146 負債・純資産合計 12,279,146

繰 延 税 金 資 産 25,775

貸 倒 引 当 金 △ 98,286

その他の固定資産 4,769

150,472

破 産 更 生 債 権 等 98,286

ソ フ ト ウ ェ ア 111,504

1,732,750

役職員等長期貸付金 7,265

332,641

長 期 前 払 費 用 14,192

　　（　　　　94,394）

敷 金 98,468

設 立 等 積 立 金

繰 越 利 益 積 立 金

その他の固定負債 1,305

Ⅰ　積　　立　　金 2,065,392

10,587

科　　　目 金　　　額

（うち当期純利益）

負　債　合　計 10,213,754

70,159

建 設 仮 勘 定 6,520

7,927,507

建 物 4,772,995

土 地 1,212,374

リース資産未払金 182,821

長 期 未 払 金 251,267

医 療 用 器 械 備 品 381,811

その他の器械備品 34,654

純 資 産 の 部

建 物 付 属 設 備

42

退 職 給 付 引 当 金 1,107,062

122,092

その他の流動資産 34,771 賞 与 引 当 金 461,974

前 払 費 用 10,920

リ ー ス 資 産 226,901

預 り 金 63,370

貸 倒 引 当 金 △ 15,310 その他の流動負債 8,817

Ⅱ　固　定　資　産 8,200,071

役員退職慰労引当金 73,490

Ⅱ　固　定　負　債 6,245,637

1,222,046

長 期 借 入 金 4,629,691

構 築 物

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和４年３月３１日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

た な 卸 資 産 36,572

未 払 金 1,010,134

Ⅰ　流　動　資　産 4,079,074 Ⅰ　流　動　負　債 3,968,117

現 金 及 び 預 金 1,557,299 買 掛 金 453,918

未 払 費 用 245,169

未 収 金 563,372

事 業 未 収 金 1,891,448 短 期 借 入 金 1,724,734



様式第二号

法人名　　　社会医療法人　青洲会　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　福岡県糟屋郡粕屋町長者原西４丁目１１番８号　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

　　　２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

　　　　あると認められるものについては、当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を

　　　　を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

98,286貸倒引当金繰入額

2,432

10,075

37,663

- 37,663

2,220

8,264 123,843

113,359

減 損 損 失

1,288,980

1,287,200

11,235,809

当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

6,279

△ 3,892 2,386

220,892

その他の特別損失

税 引 前 当 期 純 利 益

15,210 191,430

223,279

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

損害賠償請求収入 100,673 103,106

77,934

311,603

その他の事業外費用

受 取 利 息

その他の事業外収益

支 払 利 息

施設整備補助金収益

事 業 利 益

附帯業務事業利益

収益業務事業利益

9,415

660

225,424

1,779

科　　　　　　　　　　目

本来業務事業利益

10,635,218

377,606 11,012,825

222,983

※医療法人整理番号

金　　　　　　額

損 益 計 算 書

（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

  該当なし 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産･･････最終仕入原価法 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産(リース資産除く)･･････定率法 

 ただし平成 10 年 4 月以降に取得した建物（建物付属設備を除く）及び平成 23 年 10 月以降に取得

した建物付属設備並びに平成 28 年 4 月以降に取得した構築物については定額法 

  なお主な耐用年数は次の通り 

   建物 １１年～４７年 

   建物付属設備 ８年～３９年 

   構築物 １０年～４０年 

   医療用器具備品 ２年～１５年 

   その他の器械備品 ２年～１５年 

（２）無形固定資産(リース資産除く)･･････定額法 

  なお耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

  ただしソフトウェア（法人内使用分）については、法人内における利用可能期間（5年）に基づい

ている。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンスリース･･････リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法 

４ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、前々会計年度末日の負債総額が 200 

億円未満であることから、法人税法における貸倒引当金の繰入限度相当額を計上している。貸倒

懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

（２）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき額を計上している。 

（３）退職給付引当金 

  職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、年度末において発

生していると認められる額を計上している。なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が 

200 億円未満であることから、簡便法による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

採用している。 

（４）役員退職慰労引当金 



  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してい

る。 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

（１）補助金等の会計処理 

   固定資産を購入する目的の補助金等については、確定額を収益として一括計上している。 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

  該当なし 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

（１）資産及び負債のうち、収益業務に係るもの 

（単位：千円） 当期末残高 

資産 １４３，９２１ 

負債 １００，７２１ 

（２）収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

（単位：千円） 前期末残高 当期繰入額 当期元入額 当期末残高 

繰入額 ４０，６７８ ２，５２２ － ４３，２００ 

９ 担保に供されている資産に関する事項 

【担保に供されている資産】 

科目 金額（千円） 

建物 ３，１１４，３７７  

土地 １，０６２，６６３  

計 ４，１７７，０４０  

【担保に係る債務】 

科目 金額（千円） 

短期借入金 １，２２０，０００  

長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
４，００９，４２５  

計 ５，２２９，４２５  

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

（１）法人である関係事業者 

  該当なし 

（２）個人である関係事業者 

  該当なし 

１１ 重要な偶発債務に関する事項 

 該当なし 



１２ 重要な後発事象に関する事項 

 該当なし 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

（１）基本財産の増減及びその残高 

 前期末残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

土地 ４０，２３０  －  －  ４０，２３０  

建物 １１，８５３  －  ６０７  １１，２４５  

合計 ５２，０８３  －  ６０７  ５１，４７５  

（２）有形固定資産の減価償却累計額･･････５，１５７，６００千円 


